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1 はじめに
管理会計とは「企業の経営管理者にたいし，その経営管理に不可欠な経済的情報を提供するた
め，適切な数量的データを認識し，測定し，記録し，分類し，要約し，解説する理論と技術」
(岡本他， 2008， 6)である。だが，設備投資の意思決定において用いられる管理会計に目を転じ
た時，日本の主要企業はこれまで，設備投資の計画から実施までは熱心な経営管理を行っても，
その後のコントロールと監査をないがしろにする傾向がみられたという(棲井， 2012， 489)。つ
まり，設備投資におけるコントロールのための管理会計は十分に機能していないとされる。
設備投資のコントロールや監査が蔑ろにされる理由として， r設備が完成した後の業績評価の
方法は，これまでは経常利益や投資利益率で行われるのが一般的であった。つまり，設備投資の
経済計算では，事前評価と事後評価の整合性が図られていないJ(槙井， 2012， 488)といった事
前評価と事後評価で用いられる経済性評価技法の違いが挙げられる。そして，そのような事態が
生じる背後には，計画時に投資決定をした担当者が異動してしまう等，統制時に責任を負うべき
人がいないといった運用面での要因が示されている。
しかし，管理会計に求められる役割期待を鑑みた場合，設備投資計画のコントロールが十分に
機能していないという状況は避けねばならないヘでは，いかに設備投資計画のコントロールを
図っていくべきなのか。本稿ではこうした問題意識から，管理会計におけるコントロールの理論
に依拠しつつ，設備投資計画に対する適切なコントロールの可能性について考察する(九
(1) 前田 (2014，60)のように「資本の懐妊期間」に着目した場合，伝統的な資本予算研究では資本的支
出の進捗度統制の必要性が示されており (Welschet al.， 1988，394)，資本の懐妊期聞におけるコント
ロールは既存の研究でも指摘されている。
(2 ) 本稿と同様の問題意識を持つ研究には山本(1994)等がある。
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2 設備投資の意思決定の特徴
これまで設備等の投資意思決定に関する研究は，資本予算研究の枠組みの中で行われてきた。
とりわけ設備投資案の経済性評価技法に関する研究は，管理会計における中心課題として数多く
なされてきた(清水他， 2008， 29)ω。そうした研究を受け，管理会計のテキストでも，資本予算
を取り上げた章は，経済性評価技法の説明を中心に展開されているω。その一方で，設備投資の
計画とコントロールに関するプロセスの研究はそれほど深化してこなかった。その原因として，
設備投資の意思決定に係る次の特徴があるからだと考えられる (Cyertet al.， 1956， 237-238: 
Atkinson et al.， 2004， 478 :宮川， 2010， 307-309)。
① 設備投資における意思決定は 1回限りで特異な性質のものである。従って，過去の経験か
ら明らかになっていることが全く無かったり少ないことが多いこと。
② たった l度の意思決定で，非常に多くの経済的資源が長期間にわたり拘束されてしまう。
そのため，それらの資源を長期間，他の代替的用途に使えなくなることも検討しなければな
らないこと。
③ 意思決定の対象となる問題が他の問題にも大きな影響を及ぼすことが多い。従って，意思
決定の内容次第で他にも影響があることを想定しなければならないが，意思決定の対象とな
る問題と他の諸問題との因果関係が極めて複雑であったり，不確実なことが多いこと。さら
に，将来において不確実な出来事が生じる可能性を考慮する必要があること。
④ 設備投資の意思決定は絶対的に正しい解決策を選ぶようなものではなく，他の問題との関
係を考慮して解決策を選ぶという性質のものである。そのため，ある意思決定を行うと，他
の好ましい状況を犠牲にしてしまうという相反が生じる可能性があること。
⑤ 問題解決策が事前に用意した代替案の中にあるとは限らない。むしろ新たな代替案を創造
しなければならないことが多いこと。
⑤ 非定量的な要因も多いため，単に分析の結果のみで問題解決を図るのではなく，多くの場
合，その意思決定の最終責任者による主観的な判断も必要になること。
(3 ) 杉山 (2002，46・65)は資本予算の研究が経済性評価技法の生成・発展を中心に進められたことを歴史
的に示している。また，山本(1994，121)は，管理会計における資本予算の研究は「計算合理的に行
われる投資決定の解答用意機能を果たすべき」ためになされてきたと論じている。
(4) 例えば，典型的な管理会計のテキストである Kaplan& Atkinson (1998，598)では， I~ 、かなる新規
投資案も，明示的あるいは暗黙的に，その新規投資案に着手しない場合と比較して，評価がなされる。
新規投資案の望ましさは，この案がどのように評価されるかによって決まるJと， Horngren et al. 
(2002b， 436)では， I資本予算には， (1)将来性のある投資案の識別， (2)(意思決定を支援するためのデー
タの収集をも含む)どの投資案を実施するかの選択， (3)投資案の事後的な監視，つまり「事後監査J，
という 3段階がある。通常，会計担当者は第1段階には加わらないが，第2，第3の段階で重要な役割
を果たす」といった記述が，資本予算の章の導入部におかれ，経済性評価技法の説明に大部分の紙面を
割いている。
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⑦ 非常に複雑な問題であるため，多くの場合，様々な知識を展開した多角的なアプローチが
採られること。
設備投資の意思決定は非定型のプロセスを辿ることが多いため，不確実な情報を用いて計画を
策定しなければならなL、。また，その意思決定が極めて長期間に及ぶため，遠い将来の予測が不
正確になりがちである。それ故，設備投資計画へのコントロールは極めて困難であるといえるへ
この設備投資の意思決定に対し，いかにコントロールを図るべきか考察するため，次節で管理会
計におけるコントロール理論について検討する。
3 管理会計におけるコントロール
3.1 管理会計におけるコントロールの意味とその研究領域
まず，管理会計における「コントロール」を論じようにも，その単語の意味する内容は論者に
よって異なる。なぜ論者ごとでコントロールに対する考え方が異なるのか。 Merchant(1985， 1-
2)は次の4つの理由を挙げ，その問いに答えている。
③ 専門用語を生み出す上で土台となる，一般に認められるコントロール体系が存在しない。
そのため，論者が拠る土台ごとにコントロールという用語が異なって用いられる。例えば，
人間関係について論じる場合のコントロールと，官僚制について論じる場合のコントロール
は，異なった意味合いを持っている。
⑮ コントロールを必要とする問題や，コントロールを通じて解決されるものを分析する際，
その対象のレベルには差がある。例えば，在庫管理(資産が対象)，生産管理(職能が対象)，
販売員の管理(職務が対象)，事務職員の犯罪抑制(特定の逸脱行為が対象)といったよう
に，コントロールの対象には大きな差がある。。論者の焦点が異なれば，解決策として提案されるコントロールも異なってくる。例えば，
ある文献では動機付けが唱えられ，他では規則や手続き，また他では測定や報告といったよ
うに，解決策の内容が異なるのに全て「コントロール」という lつの表現で表わされる。
⑮ ある論者が，過去の出来事のみを対象としたコントロールを強調するのに対し，他の論者
は過去のみならず，現在や将来をも対象としたコントロールを強調する。
( 5 ) Simons 0995， 88-89)は伝統的なマネジメント・コントロール奇設備投資の意思決定に適用するの
が難しい理由として，次の 3点を挙げている。①計画時に予測された費用や効果は長期間にわたるほど
無効になりがちであること。②計画値と実績値との差異分析を行うには，計画時の正確なデータの裏付
けが必要だが，計画時のデータはどうしても不確実な情報に基づかざるを得ないため，適切な差異分析
が行えないこと。③経営管理者が当該の設備投資の意思決定に係る予測を正確にする方法を産み出すよ
う学習するといった誘因がこのシステムからは生まれないこと。
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Merchantはこれら 4点において論者の立場が異なるために，コントロールに対する考え方が
それぞれ異なるど説明する。その立場の違いにより，確かにコントロールという言葉が指す内容
は論者ごとに巣なる。
だが，数多くの文献を整理した Merchant& Simonsによれば，組織に係るコントロールを取
り上げた文献にはある種の共通点があるという(九それは各文献のコントロールの定義には「組
識の構成員の行為に焦点を当てていること」と「組織の成果に対する構成員の行為の影響に注目
していること」という 2つの概念が含まれていることである CMerchant& Simons， 1986， 184)。
そして，この 2つの概念が含まれるコントロールの文献を体系化した場合，次の 6つに分類され
るという CMerchant& Simons， 1986， 183-194)ω。
1. 管理原則としてのコントロール CControlas a Principle of Management) 
これは経営管理者が有しているコントロールという機能に着目したもので，最も古くから
存在するコントロールに関する研究である。そして，理論的というよりも教育的な理由から
今なお着目されるのだとL寸。この研究では組織目標との関係が明確に指摘され，組織構造
や経営環境， リーダーシップ等と関連させてコントロールが論じられる O
だが，その結論を裏付ける証拠が逸話や不完全なものであり，必ずしも論拠が確同として
いるわけではなL、
2. サイパネティック・コントロール CCyberneticControI) 
一方，厳格な方法に基づき，計画化，比較，評価といったプロセスを捉えようとするのが
サイパネティック・コントロールに関する研究である。サイパネティック・コントロールと
はlつあるいは複数の是正措置を講じるフィードパック・ループを有して，自動制御がなさ
れる動態的モデルのことである。 Merchant& Simons (1986)は管理会計テキストには必
ずと言っていいほど登場する差異分析や例外管理の概念と，サイパネティック・コントロー
ルは首尾一貫するものであると指摘する。
組織の成果とコントロール変数とが厳格に結びついており，この研究領域の結論を支持す
る確固とした証拠も多いが，対象となるコントロール変数が限定されるという欠点もある。
3. エージェンシー理論 (AgencyTheory) 
エージェンシー理論に基づく研究とは，経済学的な原理や手法を組織のコントロールに適
(6 ) この分類作業におい℃長要なことは，分析者がどのような組織観を有しているかだみる。 Merchant
& Simons (I986)が分類対象とする組織とは「複雑組織 (complexorganization) Jである。これに
関して，彼らが参照しているのは， Etzioni (1975， 462)の「複雑組織を，計画され，周到に構築され
た事業体と定義する」という考えであるo Mcrchant & Simonsがこのような組識観を持ち出している
のは，従来の，秩序立っていて，公式的なコミュニケーションのやり取りを前提とする「公式組織」と
いう組織観では組織現象すべてを取り上げることができないためと考えられる。
(7) Merchant & Simons (1986)は， 6つの研究領域を分類するために，①モデルに用いられるコント
ロール変数の範囲，②コントロール変数と組織目標との関係の明確さ，③研究から得られた結論・発見
を支持する証拠の信頼性という 3つの基準を用いている。
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用する研究である。エージェンシ一理論では，プリンシパルとエージェントの利益は共通の
ものであるとされる。
4. コントロールに関する心理学研究 (PsychologicalResearch in Control) 
契約やモニタリングといった一般的なプロセスに焦点を当てるエージェンシ一理論とは異
なり，コントロールに関する心理学研究に分類される研究では，個人の認識の変動や限界に
焦点が当てられる。
5. コンティンジェンシ一理論(大量データによる社会学研究)(Contingency Theory) 
社会学に根ざしたコントロール研究は，近年広まりつつある研究である。この研究領域で
は，コントロール・システムが経営環境の不確実性等の影響を受けるものとされている。
6. 事例(少量サンプル)による社会学研究 (CaseSociological Research) 
事例研究は，多くの一部のコントロール・システムに関する記述が見られる。
6つに研究領域に区分した Merchant& Simons (1986， 187)は，特にサイパネティック・コ
ントロールを取り上げ，管理会計はサイパネティック・コントロールと直接的に関係することを
強調する。この記述と一致するように，米国の代表的な管理会計のテキストでは， 1コントロー
ルの対象とは， (a)計画を実行する行動を取ること，そして(b)業績評価法および将来の意思決定を
支援するフィードパックを決定することであるJ(Horngren et al， 2002a， 9-10)，あるいは「コ
ントロールは標準を設定し，実際の業績に関するフィード、パックを受け，計画と著しく業績が事
離していた場合に是正措置を講ずることJ(Hansen & Mowen， 2003， 278)等と記述される。お
およそ管理会計ではサイパネティック・コントロールを念頭に置いて，コントロールという言葉
が用いられるといって良い。
次に，このサイパネティック・コントロールに係る管理会計研究について論及する。
3.2 サイパネティック・コントロール
(1 ) コントロールの原理
「サイパネティック」という言葉は「機械か生物かを問わず，その内部に目を向けると通信，
制御，統計力学を中心とした一連の問題が本質的に一体化していること」に気付いた Wienerや
Rosenblueth等の科学者グループにより，これを表現するものとして 1947年に生み出された
(Wiener， 1961， 11-12)(九この造語の背後には 120世紀における，物理学，機械工学，生物学
の偉大な進歩J(Klir & Valach， 1967， 55)があったとされる。
サイパネティック・コントロールには「業績を測定することJ1フィード、パックがあること」
「是正措置が自動的に行われること」等の特徴がある。これらは伝統的なマネジメント・コント
( 8 ) Wiener (1961， 11-12)によれば， Cyberneticsは「舵手」を意味するギリシア語即日epv角川ー から派
生して造語された。その背景として船の操舵機関がフィード、パック・メカニズムに関して最古のもので
最も発達した形式のひとつであったことがある。
162 『明大商学論叢』第 97巻第2号 (236 ) 
ロールのテキストとして Anthony& Govindarajan (2006)が示すコントロール・システムと
同じ特徴である。まずサイパネティック・コントロールの典型例として Anthony& Govindarajan 
のコントロール・システムを見てみよう。彼らはどのようなコントロール・システムにも少なく
とも，次の 4つの要素があると述べる (Anthony& Govindarajan， 2006， 2-4)。
① 検出装置/センサー (detector)
キ コントロールの対象となるプロセスで， 実際に生じたものを測定する装置。
② 判定装置 (assessor)
キ ある標準あるいは発生が予期されたものと比較して，実際に生じたものの重要性を判定
する装置。
③ 影響装置 (effector)
二争 判定装置の指示により行動を変化させる装置 (1フィードパックJとも呼ばれる)。
④ コミュニケーション ・ネ ットワーク (communicationnetwork) 
二争 検出装置と判定装置，判定装置と制御装置との間で，情報をやり取りする装置。
これら 4要素の関係は図 1のように描くことができる。ここから導かれるサイパネティック・
コント ロールの概念とは 「予定したものと事離がないようにする」ということである。
①検出量産置
。判定装置
線車との比綬
③彫響装置
発生に関する情報 必要に応じて.行動を変化
図1 コントロールにおける 4つの要素
Anthony & Govindarajan (2006) p.3を邦訳して作成
(2) IPOモデルとフィードパック
サイパネティック・コントロールでは，コントロール対象にコントロール装置が据えられてコ
ント ロールがなされる。では，何をコントロール対象とすべきか。
Simonsは「あらゆる組織プロセスは， (1)製品やサービスを生み出すために必要とされる，情
報，材料，エネルギー，労働力，支援活動といったインプット， (2)これらのインプットを消費し
て，何らかの価値を創出したり維持するための変換プロセス， (3)中間製品や最終製品，サービス
という形をとるアウトプットといったように分類することができるJ(Simons， 2000， 59) と記
述する。経営管理者は 「インプットキプロセスキアウトプット」とL寸組織における活動プロセ
スが上手く機能するように，インプット，プロセス，アウトプットをコントロールの対象として
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選択する。Simonsの(1)， (2)， (3)を整理すれば， Iインプットープロセスーアウトプット・モデ
ル(以下， IPOモデル)Jと呼ばれるコントロール・プロセスを，次のように描くことができる
(図 2参照)。
インプット → … 十→…ト
図2 インプットープロセスーアウトプット・モデル
Simons (2000) p.59を邦訳して作成
次にフィードパック情報と IPOモデルとの関係について検討しよう。フィード、パック機能が
組み入れられたコントロール・システムでは，プロセスそのものの情報あるいはプロセスから生
み出されたアウトプットに関する情報と，事前に設定された目標とが比較され，その悉離したも
のがフィードパック情報として，フィード‘パックされる。そのため，アウトプットからフィード
パック情報が粛されるとしたら，図3のように描くことができる。
インプット プロセス
フィー ド、バック情報
図3 フィードパック・コントロールシステム
Simons (2000) p.61に基づいて筆者作成
アウトプット
伝統的に管理会計ではアウトプットに基づいてフィード、バックがなされる。こうしたアウトプッ
トに基づいてフィードパック情報が創出されるのがサイパネティック・コントロールであり，管
理会計におけるコントロール・システムである。
(3) Anthonyのコントロール・システム
管理会計における コント ロール・ システムを最初に体系的に示したのが Anthonyである。
Anthony (1965) はPlanningand Control Systemsで，組織におけるコントロールの枠組みと
して「戦略的計画策定 (strategicplanning) J Iマネジメント・コントロール (management
control)J Iオペレーシ ョナル・コントロール (operationalcontrol) Jの3つに分類する刷。 こ
(9) Anthonyによれば，戦略的計画策定とは「組織の目的，これらの目的の変更，これらの目的達成の
ために利用される資源や，これらの資源の取得・利用・処分の実施に当たっての方針を決定するプロセ
スJ(Anthony， 1965， 24)のこと。また，マネジメント・コント ロールとは 「経営管理者が組織の目的
達成のために資源を効果的かっ能率的に取得し，利用することを保証するプロセスJ(Anthony， 1965， 
27)のこと。そして，オペレーショナル ・コ ント ロールとは 「特定の作業が効果的かっ能率的に実行さ
れることを保証するプロセスJ(Anthony， 1965， 69)のことをいう。
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のうち本稿で検討の対象となる設備投資計画に係るコントロールは，マネジメント・コントロー
ルの範鳴に含まれる(1九
Anthonyは「マネジメント・コントロールのプロセスはそれほど複雑ではない。マネジメン
ト・コントロールは既に決定された方針と計画とのフレームワークの中で実施される。これらの
制約により営業計画の立案やその計画に従って行われる業務の遂行をより単純化する。…(中略)
・・マネジメント・コントロールの一般プロセスはリズミカルに循環するプロセスであるが，必要
な場合には特別な行動がとられるj(Anthony， 1965， 37-38) と述べる。つまり， Anthonyのコ
ントロール・システムの場合，プロセスは事前に戦略的に計画され，その実行中に策定された計
画が変更されることは考慮されていなL、。プロセスに対する修正行動は戦略的計画策定を通じて
なされるのである。従って，フィード、パック情報は基本的にインプットに関係するものとなる。
そして，プロセスは計画の遂行中に変更されないため，フィードパック情報に基づいてプロセス
抗従業員達の創意や工夫に基づいて自律的に微調整されるということもなL、。
すなわち， Anthonyが提示するマネジメント・コントロールを IPOモデルで説明するならば，
図4のようにフィード、パック情報はインプットや策定される戦略的計画の是正措置(それにより
プロセスが修正される)のために活用されるのである。
インプット アウトプット
フィードパック情報
図4 Anthonyのマネジメン卜・コントロールシステム
筆者作成
(4) Simonsのコントロールに係る経営システム
一方， Simons (1995)はAnthony(1965)以来の伝統的なマネジメント・コントロールシス
テムは「命令と統制 (commandand controJ) jを基礎とした， トップダウンの戦略設定，標
準化と効率化， 計画に対する結果の把握， 予期しない事象の予防等が結びついたものであり，経
営環境が激しい現代に必要な 「絶えざるイノベーション」や「市場志向型の戦略j，Iエンパワー
メント」といった新たな考え方に対応できないという (Simons，1995， 3)。
(10) 山本(1998，137)が「戦略的投資は，理論的には企業の経営戦略に基づいて論理整合的に発案され
るべきで」あると述べるように， Anthonyの「戦略的計画策定Jは設備投資の計画においては有効だ
が，コントロール機能を十分に果たすものとは言えない。
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そこで， Simonsは現場への自由裁量権を拡大させる組織において，経営者が達成すべき目標
の設定を誤っていたり組織目標に関する情報が共有できていないために従業員が誤った意思決定
を下したりしないよう，劇的な変化を遂げる経営環境下でも対処できる新たな経営システムのフ
レームワークを示す。
Simonsのフレームワークは， Anthony以来の伝統的なコントロール・システムを否定した
ものではなL、。Simonsが掲げる経営システムは現代的な創発戦略に対応するマネジメント・コ
ント ロールシステムと，伝統的なマネジメン ト・コ ントロールシステムを併用したものである。
すなわち，伝統的なコントロール・システムである 「診断型コントロール・ システム Cdiagnos-
tic control systems)Jに 「信条システム Cbeliefsystems) J I事業 ・倫理境界システム Cbound-
ary systems) J I相E作用型コントロール・システムCinteractivecontrol systems) Jといっ
た3つのシステムを加え， 4つのシステムでバランスを取るという経営システムを描いている。
この Simonsの，経営システムにコントロール・システムを包括させるという考え方は多くの
研究に強く影響を及ぼすものであったれ110
Simonsの診断型コントロール・システムは， Anthony流の伝統的なコントロール・システ
ムを踏襲したものである。だが，イノベーションの観点を重視して，診断型コントロール・シス
テムは「従業員たちはアウトプット目標についての責任を持たされるが，その独自の市場の状況
に最も合った形に変換プロセスを修正しようと，インプットやプロセスについて試行錯誤を行う」
CSimons， 2000， 66) ものとの思考に基づいており，その点において旧来の思考とは異なる。い
わば， Simonsのコントロールに係る経営システムは Anthonyとは異なり，従業員一人一人が
自律してプロセスの修正を図ることが可能になることも想定している。つまり，フィードパック
情報を通じて，インプットやプロセスの是正措置を自律してなされるフレームワークとなってい
るのである(図5参照)。
インプット アウトプット
フィー ド‘パック情報
図5Simonsのコントロールに係る経営システム
筆者作成
SimonsはAnthonyとは異なり，フィードパック情報を通じて，個々の従業員がインプット
やプロセスを自律的に是正することを許容するフレームワークを示している。ここで重要なこと
(J 1) 例えば，日本会計研究学会特別委員会 (2006: 2007)や庚本編 (2009)等では，研究のフレ ムーワー
クとして経営システムに焦点を当てている。
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は，そうした自律的な修正行動は診断型コントロール・システムだけで可能なのではなく，信条
システムや事業・倫理境界システム，相互作用型コントロール・システムといった一連の経営シ
ステムが整備されて初めて可能になるということである。
3.3 小括
本節では伝統的なマネジメント・コントロール理論を提供する Anthonyと，包括的な経営シ
ステムを通じてコントロールを図る Simonsの所説を見てきた。両者の論とも図 1で言えば，
基本的にコントロール対象としてアウトプットに焦点を当てている。
設備投資の意思決定の特徴に照らして検討してみよう。まず， Anthonyのマネジメント・コ
ントロールはフィードパック情報が戦略的計画の修正に活用されるものとなっている。だが，設
備投資計画のように非定型のプロセスでは，そのフィード‘パック情報は活用できないし，そもそ
もコントロールとして十分に機能しているとは言い難い。一方， Simonsの経営システムの場合
は信条システムや事業・倫理境界システム，相互作用型コントロール・システム等とともにプロ
セスにフィードパック情報が粛され，その計画の実行中にも自律的にプロセスの修正行動を行う
モデルとなっている。従って，設備投資計画に関して言えば， Anthonyよりも Simonsの枠組
みの方が有効なものとなる可能性が高い。
ただ， AnthonyもSimonsもアウトプットに基づくフィードノfックでコントロールがなされ
ることが前提となっている。そのため， Simonsの枠組みが有効と結論付ける前に，設備投資計
画のアウトプットが果たして適切なコントロール対象となり得るか検討する必要がある。 IPOモ
デルでは，インプット，プロセス，アウトプットのいずれをコントロール対象とするかはシステ
ム設計者の判断による。アウトプットがコントロール対象として適切ではないと設計者が考えれ
ば，インプットやプロセスがコントロール対象となる。
次節ではコントロール対象としてのインプット，プロセス，アウトプットの選択について検討
する。
4 コントロール対象としてのプロセスとアウトプット
4.1 コントロールを決定する要因
IPOモデルに基づいて検討する場合，まずSimonsはインプット・コントロールについて「イ
ンプットに関する情報は必要だが，コントロールのために十分というほどではないJ(Simons， 
2000，62)と述べ，インプットのコントロールは，プロセスあるいはアウトプットのコントロー
ルと並行して行わねば十分に機能しないと記述している。
そして，プロセスかアウトプットかの選択は「モニタリングおよび測定の技術的可能性JI因
果関係の理解JIコストJI望ましいイノベーションの水準」という 4つの基準に従ってなされる
べきと示している (Simons，2000， 63-66)。
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① 「モニタリングおよび測定の技術的可能性」とは，プロセスであろうと，アウトプットで
あろうと，それを正確に観察・測定することが可能か否かという基準である。
② 「因果関係に関する選択」とは，変換プロセスとアウトプットとの因果関係が明らかであ
ればプロセスのコントロールは適切であるが，明らかではない場合，プロセスのコントロー
ルは妥当ではないという基準である。
③ 「コスト」とは，@情報収集・処理のコスト， @.情報を収集しないことによる機会損失等
に基づく基準である。通常，アウトプット・コントロールの方がコストを低く抑えられるが，
安全性や品質が決定的に重要な場合，プロセス・コントロールが採られる。
④ 「望ましいイノベーションの水準」とは，イノベーションを最大化したい場合にはアウト
プット・コントロールが採られ，イノベーションに付随する失敗のリスクを重視する場合に
はプロセス・コントロールが採られるという基準である。
これら①~④を整理したものが表 lである。
表l インプット/プロセス/アウトプ・2ト・コントロールを決定する要因
インプット・コントロール プロセス・コントロール アウトプット・コントロール
-プロセスやアウトプットのモニ -プロセスの観察ならびに/ある -アウトプットの観察ならびに/
ターが不可能な場合 いは測定が可能な場合 あるいは測定が可能な場合
-インプ、yトのコストがアウトプッ -プロセスの測定・モニターのコ -アウトプットの測定/モニター ・
トの価値に大きく関わる場合 ストが低い場合 コストが低い場合
-品質ならびに/あるいは安全性 -標準化が安全性ならびに/ある
が重要である場合 いは品質にとって極めて重要な
場合
-因果関係が理解されている場合 -因果関係があまり理解されてい
ない場合
-プロセスの独自性やプロセスの -イノベーションのための自由が
発展が戦略的優位性に結びっく 求められている場合
場合
Simons (2000) p. 67を邦訳して作成
4.2 コントロール対象としてのアウトプットの条件
伝統的に管理会計上のコントロール・システムでコントロール対象となるのはアウトプットで
ある。このアウトプットに基づくコントロールを Simons(1995)は「診断型コントロール (di-
agnostic control) Jと呼んでいたが， Merchant (1985)は「リザルト・コントロール (result
control)J仰と呼称している。
(12) 11erchant (1985)は企業組織に属する者はその行動の結果やその成果に応じた評価を受け.その評
価が賞与と連動している場合も多いと述べ，この種のコントロールを「リザルト・コントロール」と呼
んでいる C11erchant， 1985， 17)。また， rリザルト・コントロールは将来を志向するため， しばしフィー
ドパックあるいはサイパネティック・コントロールと呼ばれるJ(11erchant， 1985， 19)という。
168 『明大商学論叢』第97巻第2号 (242 ) 
リザルト・コントロールは主として大企業のミドルやトップの経営管理者が用いるものだが，
ロワーマネジメントも利用する。リザルト・コントロールが行われている場合，業績責任を有し
ている人々に業務の遂行長任せ，上司は組織に係る諸問題の検討や判断に専念するこどができる。
そして，このコントロールが機能していれば，部下のボーナスの最大化と組織の利益最大化が連
動するため，動機付け等は不要になる。だが， リザルト・コントロールは常に適用できるわけで
はなL、。その実施には次の 3条件が必要とされる (Merchant，1985， 19-20)。
Oどんな結果が望ましいのかという知識がある。
。望ましい結果域をフィードパック情報による影響の受け手がコントロールできる。
Oコントロールできる結果域を効果的に測定する ζ とができる。
そして， これらの条件が整っていない場合， Merchantは「アクション・コントロール (ac-
tion con troJ) jと呼ばれる，プロセスのコントロールを行うべきであると言う。
4.3 コントロール対象としてのプロセス
(1) Merchantのアクション・コントロール
Merchant は「アクション・コントロールは従業員が組織にとって有益(あるいは有害)であ
ると分かった行動を行う(あるいは行わない)ことを保証する際に用いられるjCMerchant， 
1985， 26: Merchant & Van der Stede， 2012， 81)ものであると述べる。アクション・コントロー
ルは企業で一般に用いられているが，あらゆる状況で効果的という訳ではない。経営管理者がど
んな行動が望ましく(あるいは望ましくなLすと分かっていて，望ましい行動ができる(あるい
は望ましくない行動ができなLすと保証できる時のみ，利用可能で効果的である。
アクション・コントロールの具体的な形式には「行動の制約j，I行動前の検証j，Iアクション
責任j，I冗長性Jといった 4種類があると述べる CMerchant& Van der Stede， 2012， 81-84)。
o I行動の制約」とは，望ましくない行動を不可能あるいは困難なものとする予防的なアク
ション・コントロールのことである。具体的には，机に鍵をかけたり，コンビュータにパス
ワードを設定したりといった物理的な制約と，責任を分離したりするといった管理上の制約
がある(日)。
8 I行動前の検証」とは，個々の実行計剛容精査し是認・否認を行い，必婆に応じて修正
(13) Simons 0995， 62) はこの Merchantの「行動の制約」と同じような考えを示している。特に
Simonsは次の3つの場合，作業においてプロセスの標準化が強調されねばならないとしている。①従
来のフォードシステムのように，全ての手続きを標準化させ，それを遵守することで能率が向上し，そ
れが利益に直結する場合。②防犯会社のように，手続きを標準化して，それを遵守させることで盗難の
リスクが低減する場合。③原子力発電のように，人々の安全性に対する危↑具を払拭するためにも.本質
的に手続きの遵守が必要な場合。
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を求めるというものである。公式的なもの，非公式的なもの，両者ともある。公式的なもの
の例には，支出案や予算案の承認、等がある。一方，非公式的なものの例としては，上司と部
下とのプロジェクト等の進行状況に関する確認のための立ち話等がある。
@) rアクション責任」とは，従業員にその行動の責任を負わせるというものである。これを
行うには， (a)どのような行動が受け入れられ，どのような行動が受け入れられなL、かを定義
すること。 (b)これらの定義を従業員に伝達すること。 (c)何が起きたかを観察，あるいは捕捉
していること。 (d)良い行動には報酬を与え，受け入れ可能な行動から事離したものに対して
は罰を与えることが必要である。受け入れ可能な行動は，管理上あるいは社会的な手段で，
人々に伝達されなければならない。管理上の手段としては，作業規則，方針，手続き，契約
規定，企業の行為規定等がある。また，望ましい行動は，書面ではなく，会議や面談の場に
おいて口頭で伝えられることもある。従業員の行動は，上司による直接の観察で，絶えず観
察されうる。また，活動報告書や費用明細書等を通じても補足される。
o r冗長性」とは，作業を行う従業員の数を理論的に必要な人数以上にし，作業を完遂する
確率を高めることである。これはコンビュータ工場や，セキュリティー会社，重大な作業を
行うところでは一般的だが，それ以外の場面ではほとんど見られない。それは費用が掛かり，
同じ作業を行う人聞が複数いると，コンフリクトや不満が生じるためである。
(2) パーソナル・コントロールおよびカルチャー・コントロール
Merchantはアウトプットを対象とするリザルト・コントロールも，プロセスを対象とするア
クション・コントロールも「パーソナル・コントロール (personalcon troI) Jや「カルチャー・
コントロール CculturecontroO Jと呼ばれるコントロールによって補完される必要があると述
べる CMerchant& Van der Stede， 2012， 88-95)。
組織内の人々は社会あるいは組織の影響に基づいて，自身で組織にとって最善となるような行
動を行っている。多くの経営管理者はこれらを肯定的に支持し，適切な行動を起こすようにチャ
ンスを与えたり，環境を整えたりしている。こうした経営行動を起こすよう仕向けるのが，パー
ソナル・コントロールやカルチャー・コントロールである。
ノfー ソナル・コントロールを採ることにより「個々の従業員の自律性」が促され，個々の従業
員が持っている良い仕事を行いたい等の願望が後押しされる。一方，カルチャー・コントロール
により「組織における社会的な影響力」が促進され，組織における規範や価値観から懸け離れた
従業員が生じない経営文化等が創出されるのである。この Merchantのコントロールは，いわ
ばSimonsの信条システムや事業・倫理境界システムと同一視できるものである。
4.4小指
本節では IPOモデルに基づき，インプット，プロセス，アウトプットについて，コントロー
ル対象としての是非を検討した。まずインプットのコントロールは単独ではあり得ず，プロセス
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あるいはアウトプットのコントロールとの併用が必要である。
そして，アウトプットのコントロールそ採る場合， Merchantが示す「暖ましい結果域をフィー
ド、パック情報による影響の受け手がコントロールできるJrコントロールできる結果域を効果的
に測定することができる」といった条件を充たす必要があるが，設備投資計画の場合，これを克
服することは極めて困難である。そのため， Merchantが述べる「行動前の検証」等のプロセス
のコントロールを採り，それと同時にパーソナル・コントロール，カルチャー・コントロールを
援用することが必要になってくると考えられるのである。
5 結びに代えて
本稿では，管理会計における理論に基づき設備投資計画のコントロールの可能性を検討してき
た。その結果，ありきたりではあるがアウトプットではなく，プロセスをコントロール対象とす
べき(アクション・コントロールを採るべき)であり，それを支えるパーソナル・コントロール
やカルチャー・コントロールを可能とするシステム与を繋備する方が，設備投資計画のコントロー
ルという観点からは有用性が高いであろうとの結論に至った。本稿の意義は IPOモデルに基っー
いて検討を行い，設備投資計画のコントロールに関して，アウトプ、yトに基づくコントロールが
運用面での問題ではなしそもそも理論的に困難であることを示したことでみる。
プロセスのコントロールは単にプロセスをコントロール対象としたサイパネティック・コント
ロール・システムのみではなく，他のシステム(パーソナル・コントロールシステムやカルチャー・
コントロールシステム等)ぞ包括して一連のコントロールに係る経営システムのパッケージを構
築し，それによりコントロールを図るべきであると考えられる。ただ，どのようなパッケージを
構築すべきなのか，またその中核となるプロセスのコントロールを具体的にどのように実現させ
るかについては，更なる検討を行っていきたL、。
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